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Ⅰ　普通会計財務４表

Ⅰ－１　貸借対照表

Ⅰ－１－１　貸借対照表

貸借対照表とは、つがる市が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をど
のような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表で、資産合計額と負債・純資
産合計額が一致することから「バランスシート」とも呼ばれています。

　　

Ⅰ－１－２　貸借対照表の概要

平成２３年度末のつがる市の「資産」は、８４３億２，８４３万円です。
この「資産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した「純資産」４２８億

１，７６５万円と、将来世代の負担である「負債」４１５億１，０７８万円となっています。

平成２４年３月３１日住民基本台帳人口　36,486人

市民１人あたり 市民１人あたり

〔資産の部〕 〔負債の部〕
　１　公共資産 77,065,506 2,112 　１　固定負債 38,141,378 1,045

　(1) 有形固定資産 76,927,863 2,108 　(1) 地方債 31,865,833 873

　(2) 売却可能資産 137,643 4 　(2) 長期未払金 260,167 7

　(3) 退職手当引当金 6,015,378 165

　２　投資等 4,730,318 131

　(1) 投資及び出資金 193,938 6 　２　流動負債 3,369,400 92

　(2) 貸付金 0 0 　(1) 翌年度償還予定地方債 3,044,980 83

　(3) 基金等 4,302,841 118 　(2) 短期借入金 0 0

　(4) 長期延滞債権 348,359 10 　(3) 未払金 64,356 2

　(5) 回収不能見込額 △ 114,820 △ 3 　(4) 翌年度支払予定退職手当 0 0

　(5) 賞与引当金 260,064 7

　３　流動資産 2,532,608 68

　(1) 現金預金 2,468,132 67 負　　債　　合　　計 41,510,778 1,137
　(2) 未収金 64,476 1 〔純資産の部〕

23,432,985 642

36,748,252 1,007

　３　その他一般財源等 △ 17,363,583 △ 475

　４　資産評価差額 0 0

純  資  産  合  計 42,817,654 1,174

資　　産　　合　　計 84,328,432 2,311 負 債 ・ 純 資 産 合 計 84,328,432 2,311

　１  公共資産等整備国県補助金等

貸　　借　　対　　照　　表
（平成2４年3月31日）

（単位：千円）
借　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　方

　２  公共資産等整備一般財源等
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Ⅰ－２－１　行政コスト計算書とは

　行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち福祉活動やごみの収集のように「資産」の形成につなが
らない「行政サービスに要する経費（経常行政コスト）」と「その行政サービスの対価として得られた財
源（経常収益）」を対比させた財務書類です。

　　

Ⅰ－２－２　行政コスト計算書の概要

　平成２３年度中の「経常行政コスト」は非現金支出を含め１９４億７，８３８万円、これに対して、「経
常収益」は５億８，７４０万円で、差し引き「純経常行政コスト」は１８８億９，０９８万円となっていま
す。

平成２４年３月３１日住民基本台帳人口　36,486人

経　常　行　政　コ　ス　ト　　　　　　　　　　　　　　　　ａ
１．人にかかるコスト
　  (1)人件費
　　(2)退職手当引当金繰入
　　(3)賞与引当金繰入額

２．物にかかるコスト
　  (1)物件費
　  (2)維持補修費
　　(3)減価償却費

３．移転支出的なコスト
　  (1)社会保障給付
　　(2)補助金等
　　(3)他会計への支出額
　　(4)他団体への公共資産整備補助金等

４．その他のコスト
　  (1)支払利息
　  (2)回収不能見込計上額
　  (3)その他の行政コスト

経　　常　　収　　益　 　　　　　　　　ｄ
１ 使用料・手数料　　　　　　　　　　　ｂ
２ 分担金・負担金・寄附金　　　　　　　ｃ

（差引）純経常行政コスト　　　　　 ａ－ｄ

行　政　コ　ス　ト　計　算　書
自　　平成２３年４月　１日
至　　平成２４年３月３１日

422,991
164,410

18,890,981

2,658,084

528,121

41.4%
19.0%
6.5%

2,399,878

3,705,101

170

（単位：千円）

構成比率

24.5%
20.1%
2.0%
1.5%

388,283

2.4%
0.8%

97.0%

市民１人あたり

533
125

107
12

41

6

13.6%
1.1%

3.2%
2.7%

12.3%

101

73
6

30.4%

0.5%

2.1%
16.9%

11
4

8,073,600

0

587,401

518

17

15

221

区　　　　　　　　　　　　　分
100.0%

3.0%

1,494,156

216,259

620,976

532,544
88,432

金　　　　額
19,478,382
4,568,446

3,920,099

260,064

6,215,360

3,287,361

2
0

15

65
14
91

0.0%
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Ⅰ－３　　純資産変動計算書

Ⅰ－３－１　純資産変動計算書とは

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動したの
かを表している計算書です。
　　純資産の部は、今までの世代が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代が負担してきた部分が
増えたのか減ったのかがわかります。

Ⅰ－３－２　純資産変動計算書の概要

　平成２３年度の純経常行政コスト１８８億９，０９８万円に対して、地方税や地方交付税などの一般財源
が１４９億１，８４４万円、補助金等が５０億５，７８１万円あり、投資損失等の臨時的な要因によるコス
ト１，２６５万円を加えても、１０億７，２６３万円の財源がコストを上回っています。
　この結果、期首に４１７億４，５０３万円であった純資産残高が、期末では４２８億１７６５万円となり
ました。

純資産合計
　期首純資産残高 41,745,027

純　資　産　変　動　計　算　書
自　　平成２３年４月　１日
至　　平成２４年３月３１日

（単位：千円）

　　　　地方交付税 11,547,303
　　　　その他行政コスト充当財源 969,504
　　　補助金等受入 5,057,811

　　　純経常行政コスト △ 18,890,981
　　　一般財源 14,918,444
　　　　地方税 2,401,637

　　　　投資損失 △ 12,647
　　　資産評価替えによる変動額 0
　　　無償受贈財産受入 0

　　　臨時損益 △ 12,647
　　　　災害復旧事業費 0
　　　　公共資産除売却損益 0

　　　その他 0
　期末純資産残高 42,817,654
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Ⅰ－４　　資金収支計算書

Ⅰ－４－１　　資金収支計算書とは

資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」
「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分けて表した財務書類です。
　　

１－４－２　　資金収支計算書の概要

経常的収支の部で生じた収支剰余（黒字）は５８億７，６０３万円で、公共資産整備収支の部の収支不足
額（赤字）１２億５，０１６万円と投資・財務的収支の部の収支不足額（赤字）４５億５，０００万円を補
てんしています。
　経常的収支の部の黒字が公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の収支不足額の合計を上回ってい
るため、期首に３億７，８０４万円あった現金が、期末では７，５８７万円増額の４億５，３９１万円
となっています。

収　　　入

支　　　出 収支不足② ４０億１，２４０万円

１５４億７，５１５万円 １２億５，０１６万円

経常的収支の部 公共資産整備収支の部

２７億６，２２４万円 支　　　出

収　　　入

期首歳計現金残高 期末歳計現金残高

２１３億５，１１８万円

投資・財務的収支の部

収　　　入
４億７，２０９万円 支　　　出

収支不足③ ５０億２，２０９万円

３億７，８０４万円 ４億５，３９１万円

収支剰余①
５８億７，６０３万円 ４５億５，０００万円

①－（②＋③）
７，５８７万円
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Ⅱ　連結財務４表

Ⅱ－１　連結

Ⅱ－１－１　連結財務書類とは

　普通会計のほか、国民健康保険や介護保険、病院や公共下水道などの特別会計、また、つがる市が加入し
ている一部事務組合・広域連合など、市と連携して市民サービスを実施している関係団体を連結し、一つの
行政サービスの実施主体とみなして作成する財務書類です。

　　

Ⅱ－１－２　連結対象団体

　平成２３年度のつがる市の全会計は、普通会計（１会計）と公営企業会計（３会計）及び公営事業会計
（３会計）を合わせた７会計があります。また、連結対象となる団体は、一部事務組合・広域連合（６法
人）と地方公社（１公社）、第三セクター等（２法人）をあわせた９団体です。
　平成２３年度末の連結財務書類は、つがる市全会計と連結対象団体をあわせた１６会計・団体を対象と
して作成しています。

　普通会計 　一部事務組合・広域連合

　　　・一般会計 　　　・西北五環境整備事務組合
　　　・西北五広域福祉事務組合
　　　・津軽広域水道企業団西北事業部

　公営企業会計 　　　・つがる西北五広域連合

　　　・青森県後期高齢者医療広域連合
　　　・病院事業会計 　　　・青森県市町村総合事務組合
　　　・公共下水道事業特別会計

　　　・農業集落排水事業特別会計 　地方公社
　
　　　・土地開発公社

  公営事業会計
　第三セクター等

　　　・国民健康保険特別会計
      ・介護保険特別会計 　　　・つがる地球村（株）
　　　・後期高齢者医療特別会計 　　　・(社)つがる市農業開発公社

※第三セクター等については、つがる市の出資(出えんを含む）比率が５０％以上の法人は全て連結対象とされています。

　 また、出資比率が２５～５０％未満の法人については、役員の派遣、財政支援等の実態から、法人経営に実質的に主導的な　

　 立場を確保していると認められる場合には連結対象とされています。

連結対象団体

連　　　　　結

つがる市全会計
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◆ 連結財務書類については、次の方法により作成しています。

①連結対象会計・団体・法人の個別財務書類の作成・読替

　　　法定決算書類（財務諸表、計算書類等）が整備されている場合はそれに基づいて作成し、会計基準
　　等で求められていない財務書類については、新たに作成しています。
　　　また、会計基準等の違いにより法定決算書類の表示科目が異なるため、連結財務書類の表示科目に
　　揃える読替えを行っています。

②連結対象会計・団体・法人の個別財務書類の修正

　　  未収金に係る回収不能見込額や退職手当等引当金が計上されていない会計・団体・法人等について
　　は、統一した算定方法により一部修正を加えて作成しています。

③内部取引の相殺消去

　　　連結財務書類は、対象会計・団体・法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成しています。
　　例えば、連結会計間での補助金の支出や収入は、内部で取引きが行われただけで実質的な支出や収入
　　があったとはいえません。そのため、そのような取引きについては「連結内部の取引高の相殺消去」
　　を行っています。　
　　 また、貸付金や借入金など貸借対照表に残高として表れるものについても「連結内部の残高の相殺
    消去」を行っています。
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Ⅱ－２　連結貸借対照表

Ⅱ－２－１　連結貸借対照表の概要

 平成２３年度末のつがる市全会計の資産は、１，１１２億５，９２３万円、これに連結対象団体を含めた
全体の資産は１，２７６億１，７９２万円となっています。

この資産を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した純資産が６７７億
８，５２２万円、将来世代の負担である負債は、５９８億３，２７０万円であり、負債と純資産の割合は、
概ね５：５となっています。

連結貸借対照表内訳表 【平成２４年３月３１日現在】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

[資産の部]

1. 公共資産
(1) 有形固定資産

①生活インフラ・国土保全 24,568,723 10,777,187 35,345,910 35,345,910

②教育 24,439,551 24,439,551 24,439,551

③福祉 4,022,248 4,022,248 58,120 4,080,368

④環境衛生 2,938,434 726,925 3,665,359 13,974,003 166,126 17,805,488

⑤産業振興 14,855,679 13,951,434 28,807,113 20,978 28,828,091

⑥消防 1,819,037 1,819,037 1,819,037

⑦総務 4,284,191 4,284,191 1,272 4,285,463

⑧議会

⑨収益事業

⑩その他

　　　地方公共団体計 76,927,863 25,455,546 102,383,409 14,033,395 166,126 20,978 116,603,908

(2) 無形固定資産 45 45 108 51 204

(3) 売却可能資産 137,643 137,643 137,643

　公共資産合計 77,065,506 25,455,591 102,521,097 14,033,503 166,126 21,029 116,741,755

2. 投資等

(1) 投資及び出資金 193,938 193,938 32 174,970

(2) 貸付金

(3) 基金等 4,302,841 106,182 4,409,023 377,439 4,786,462

(4) 長期延滞債権 348,359 560,247 908,606 4,819 913,425

(5) その他 62 62

(6) 回収不能見込額 △ 114,820 △ 129,646 △ 244,466 △ 424 △ 244,890

　投資等合計 4,730,318 536,783 5,267,101 381,834 94 5,630,029

3. 流動資産

(1) 資金 2,468,132 539,035 3,007,167 1,277,620 136,186 4,305 4,425,278

(2) 未収金 98,098 434,310 532,408 386,442 3,550 922,400

(3) 販売用不動産

(4) その他 13,914 13,914 1,312 2,316 17,542

(5) 回収不能見込額 △ 33,622 △ 48,840 △ 82,462 △ 36,625 △ 119,087

　流動資産合計 2,532,608 938,419 3,471,027 1,628,749 136,186 10,171 5,246,133

4. 繰延勘定

 資 産 合 計 84,328,432 26,930,793 111,259,225 16,044,086 302,312 31,294 127,617,917

[負債の部]

1. 固定負債
(1) 地方公共団体

①普通会計地方債 31,865,833 31,865,833 31,865,833

②公営事業地方債 10,685,980 10,685,980 10,685,980

　　　地方公共団体計 31,865,833 10,685,980 42,551,813 42,551,813

(2) 関係団体

①一部事務組合・広域連合地方債 4,435,188 4,435,188

②地方三公社長期借入金 166,200 166,200

③第三セクター等長期借入金 8,081 8,081

　　　関係団体計 4,435,188 166,200 8,081 4,609,469

(3) 長期未払金 260,167 260,167 260,167

(4) 引当金 6,015,378 1,605,199 7,620,577 283,532 7,904,109

　　(うち 退職手当等引当金) 6,015,378 1,605,199 7,620,577 283,532 7,904,109

　　(うち その他の引当金)

(5) その他

　　(うち 他会計借入金)

　固定負債合計 38,141,378 12,291,179 50,432,557 4,718,720 166,200 8,081 55,325,558

2. 流動負債

(1) 翌年度償還予定額

①地方公共団体 3,044,980 515,263 3,560,243 3,560,243

②関係団体 17,500 17,500 157,949 3,413 178,862

　　　翌年度償還予定額計 3,044,980 532,763 3,577,743 157,949 3,413 3,739,105

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 1,236 1,236

(3) 未払金 64,356 200,107 264,463 12,222 131,000 15,497 423,182
(4) 翌年度支払予定退職手当
(5) 賞与引当金 260,064 62,373 322,437 19,021 341,458
(6) その他 21 21 71 2,071 2,163
　　(うち 他会計借入金翌年度償還予定額)

　流動負債合計 3,369,400 795,264 4,164,664 189,263 131,000 22,217 4,507,144

 負 債 合 計 41,510,778 13,086,443 54,597,221 4,907,983 297,200 30,298 59,832,702

[純資産の部]

1. 公共資産等整備国県補助金等 23,432,985 30,673,976 54,106,961 4,095,974 58,202,935

2. 公共資産等整備一般財源等 36,748,252 5,320,839 42,069,091 8,430,021 50,499,112

3. 他団体及び民間出資分 1,539,132 5,000 9,000 1,534,132

4. その他一般財源等 △ 17,363,583 △ 22,150,465 △ 39,514,048 △ 2,941,229 112 △ 8,004 △ 42,463,169

5. 資産評価差額 12,205 12,205

 純資産合計 42,817,654 13,844,350 56,662,004 11,136,103 5,112 996 67,785,215

 負債及び純資産合計 84,328,432 26,930,793 111,259,225 16,044,086 302,312 31,294 127,617,917

連結対象団体

計

つがる市全会計

連結合計
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Ⅱ－３　連結行政コスト計算書

Ⅱ－３－１　連結行政コスト計算書の概要

平成２３年度のつがる市全会計の「経常行政コスト」は非現金支出を含め３０４億７，３２６万円、これ
に連結対象団体を含めた全体の「経常行政コスト」は３３８億４，８１４万円となっています。

これに対して、つがる市全会計の「行政サービス収入」は７２億９，７２１万円、これに連結対象団体を
含めた全体の「行政サービス収入」は９３億５，３１７万円となっています。

「経常行政コスト」から「行政サービス収入」を差し引いた「純経常行政コスト」はつがる市全会計で
２３１億７，６０６万円、連結対象団体を含めた全体では、２４４億９，４９７万円となっています。

普通会計と連結の行政コスト計算書を比較すると「経常行政コスト」では、普通会計１９４億７，８３８
万円に対して、連結では３３８億４，８１４万円と約１．７倍になります。これは、国民健康保険や介護保
険などの社会保障給付が多額であることに起因しています。

一方「行政サービス収入」では、普通会計の５億８，７４０万円に対して、連結では９３億５，３１７万
円と約１５．９倍になっています。

連結行政コスト計算書 内訳表（性質別） 【自：平成２３年４月１日　　至：平成２４年３月３１日】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

経常行政コスト

人件費 3,920,099 1,086,109 5,006,208 351,858 31,614 5,389,680

退職手当引当金繰入等 388,283 228,820 617,103 4,734 621,837

賞与引当金繰入等 260,064 62,373 322,437 56,587 379,024

物件費 2,399,878 1,296,335 3,696,213 304,043 56,338 4,056,594

維持補修費 528,121 24,458 552,579 56,786 2,988 612,353

減価償却費 3,287,361 814,693 4,102,054 290,780 3,616 4,396,450

社会保障給付 3,705,101 7,112,512 10,817,613 3,702,971 14,520,584

補助金等 1,494,156 2,146,474 3,640,630 39,098 20 1,309 1,946,499

他会計等への支出額 2,658,084 2,011 462,714 6,586 437,246

他団体への公共資産整備補助金等 216,259 216,259 3,077 219,336

支払利息 532,544 244,035 776,579 104,885 369 881,833

回収不能見込計上額 88,432 △ 51,561 36,871 28,293 65,164

その他行政コスト 226,004 226,004 40,089 55,442 321,535

　行政コスト合計 19,478,382 13,192,263 30,473,264 4,989,787 20 151,676 33,848,135

経常収益

使用料・手数料 422,991 422,991 18,989 422,992

分担金・負担金・寄附金 164,410 2,567,916 2,732,326 2,855,018 4,237,018

保険料 2,145,749 2,145,749 2,145,749

事業収益 1,917,835 1,917,835 758,566 143,247 2,456,383

その他特定行政サービス収入 78,304 78,304 5,185 2 9,515 91,027

他会計補助金等 2,197,381 32,054

　行政サービス収入合計 587,401 8,907,185 7,297,205 3,669,812 2 152,762 9,353,169

（差引）純行政コスト 18,890,981 4,285,078 23,176,059 1,319,975 18 △ 1,086 24,494,966

つがる市全会計

計

連結対象団体

連結合計
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Ⅱ－４　連結純資産変動計算書

Ⅱ－４－１　連結純資産変動計算書の概要

平成２３年度のつがる市全会計に連結対象団体を含めた全体の「純経常行政コスト」２４４億９，４９７
万円に対して地方税や地方交付税などの一般財源が１４９億４，７０２万円、補助金等が１１１億４，４４６
万円、出資の受入れが２億９，９２２万円あり、投資損失等の臨時的な要因によるコスト１，２６５万円、
評価替による変動額１，９０１万円を差し引いても、１８億６，４０８万円の財源がコストを上回りました。

この結果、連結対象団体を含めた全体の期首純資産残高６５９億２，１１３万円が、期末では６７７億
８，５２２万円になりました。

連結純資産変動計算書 内訳表 【自：平成２３年４月１日　　至：平成２４年３月３１日】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

期首純資産残高 41,745,027 14,175,724 55,920,751 10,052,347 5,130 △ 90 65,921,134

純経常行政コスト △ 18,890,981 △ 4,285,078 △ 23,176,059 △ 1,319,975 △ 18 1,086 △ 24,494,966

一般財源 14,918,444 14,918,444 14,947,020

地方税 2,401,637 2,401,637 1,254 2,402,891

地方交付税 11,547,303 11,547,303 11,547,303

その他行政コスト充当財源 969,504 969,504 27,322 996,826

補助金等受入 5,057,811 4,039,864 9,097,675 2,046,786 11,144,461

臨時損益

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

投資損失 △ 12,647 △ 12,647 △ 12,647

収益事業純損失

出資の受入・新規設立 △ 48,710 △ 48,710 347,930 299,220

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他 △ 37,450 △ 37,450 18,443 △ 19,007

期末純資産残高 42,817,654 13,844,350 56,662,004 11,174,107 5,112 996 67,785,215

連結対象団体つがる市全会計

計 連結合計
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Ⅱ－５　連結資金収支計算書

Ⅱ－５－１　連結資金収支計算書の概要

　平成２３年度のつがる市全会計に連結対象団体を含めた全体の「経常的収支の部」で生じた収支剰余
（黒字）６５億１，０８８万円で、「公共資産整備収支の部」の収支不足額(赤字）１５億５６０万円と
「投資・財務的収支の部」の収支不足額(赤字）４６億８，１４０万円を補てんしています。
　「経常的収支の部」の黒字が、「公共資産整備収支の部」と「投資・財務的収支の部」の収支不足額を
上回っているため、期首に４１億１４０万円あった資金が、期末で３億２，３８８万円増加し、４４億
２，５２８万円となっています。

連結資金収支計算書内訳表 【自：平成２３年４月１日　　至：平成２４年３月３１日】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

[経常的収支の部]

人件費 4,800,181 1,087,687 5,887,868 411,354 31,614 6,330,836

物件費 2,399,878 1,359,504 3,759,382 315,220 20 56,338 4,121,107

社会保障給付 3,705,101 7,112,512 10,817,613 3,702,971 14,520,584

補助金等 1,519,179 2,146,474 3,665,653 37,841 1,309 1,970,245

支払利息 532,544 244,036 776,580 104,885 369 881,834

他会計への事務費等充当財源繰出支出 1,970,496 27,850 6,586 2,382

その他支出 547,767 391,817 939,584 160,022 60,269 1,159,875

　支出合計 15,475,146 12,342,030 25,874,530 4,738,879 20 149,899 28,986,863

地方税 2,368,324 2,368,324 2,368,324

地方交付税 11,547,303 11,547,303 11,547,303

国県補助金等 4,108,000 3,937,674 8,045,674 1,658,573 9,704,247

使用料・手数料 420,960 420,960 18,989 420,961

分担金・負担金・寄附金 162,359 2,567,896 2,730,255 2,436,210 3,816,139

保険料 2,088,577 2,088,577 25,484 2,114,061

事業収入 1,930,481 1,930,481 788,380 143,247 2,570,600

諸収入 326,167 58,245 384,412 38,607 2 421,042

地方債発行額 1,490,100 1,490,100 1,490,100

長期借入金借入額

短期借入金増加額 43,782 43,782

基金取崩額 164,501 8,706 173,207 173,207

他会計繰入金等 1,942,646

その他収入 763,463 20,167 783,630 76,742 9,515 827,980

　収入合計 21,351,177 12,554,392 31,962,923 5,086,767 2 152,762 35,497,746

　経常的収支額 5,876,031 212,362 6,088,393 347,888 △ 18 2,863 6,510,883

[公共資産整備収支の部]

公共資産整備支出 3,355,051 238,018 3,593,069 1,642,808 166,126 5,402,003

公共資産整備補助金等支出 277,962 277,962 3,077 258,818

他会計への建設費充当財源繰出支出 379,392 360,514 360,514

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

　支出合計 4,012,405 238,018 4,231,545 1,645,885 166,126 6,021,335

国県補助金等 948,758 102,190 1,050,948 94,171 1,145,119

地方債発行額 1,693,500 145,500 1,839,000 357,293 2,196,293

長期借入金借入額 297,200 297,200

基金取崩額 56,000 56,000 3,221 59,221

他会計負担金等 18,878 405,459 405,459

その他収入 63,985 63,985 370,675 412,439

　収入合計 2,762,243 266,568 3,009,933 1,230,819 297,200 4,515,731

　公共資産整備収支額 △ 1,250,162 28,550 △ 1,221,612 △ 415,066 131,074 △ 1,505,604

[投資・財務的収支の部]

投資及び出資金 140 140 140

貸付金 29,000 29,000 29,000

基金積立額 644,048 3 644,051 86,884 730,935

定額運用基金への繰出支出 1,031 1,031 1,031

他会計への公債費充当財源繰出支出 628,646 381,618 381,618

地方債償還額 3,365,810 552,881 3,918,691 153,355 4,072,046

長期借入金返済額 50,000 50,000 3,413 53,413

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出 42,596 210 42,806 3,350 46,156

　支出合計 4,711,271 603,094 5,067,337 243,589 3,413 5,314,339

国県補助金等

貸付金回収額 29,065 29,065 29,065

基金取崩額

地方債発行額 433,600 147,500 581,100 581,100

長期借入金借入額

収益事業純収入

その他収入 9,422 247,028 9,422 13,354 22,776

　収入合計 472,087 394,528 619,587 13,354 632,941

　投資・財務的収支額 △ 4,239,184 △ 208,566 △ 4,447,750 △ 230,235 △ 3,413 △ 4,681,398

　　当年度資金増減額 386,685 32,346 419,031 △ 297,413 131,056 △ 550 323,881

　　期首資金残高 2,081,447 506,689 2,588,136 1,503,280 5,130 4,852 4,101,397

    経費負担割合変更に伴う差額

　　期末資金残高 2,468,132 539,035 3,007,167 1,205,867 136,186 4,302 4,425,278

つがる市全会計

計

連結対象団体

連結合計
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